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巨大地震・津波に対し水循環施設はどう備えるべきか 

【研究討論会の趣旨】 

1995年兵庫県南部地震から22年が経過したが、この間、水循環施設に大きな被害を与えた地震が我

が国で少なくとも8回発生しており、これは実に3年に1回、国内のどこかで地震災害が発生している

ことになる。特に、2011年東北地方太平洋沖地震では、海や河口に近接して建設されていた下水処理場

や雨水ポンプ場が、地震動よりも巨大津波により、壊滅的な被害を受けた。一方、管路施設は、津波よ

りも地盤の広域液状化に起因して大きな被害を受けた。また、2016年熊本地震では、管路施設の被害が

顕著であったが、特に、布田川断層帯に沿った地域で被害が拡大した。将来的には、首都圏直下地震、

南海トラフ巨大地震等の発生が想定されており、地震および津波に対する安全の確認と確保が重要な課

題になっている。本研究討論会では、過去に発生した地震の特徴と被害形態を踏まえ、水循環施設を念

頭に置き、今後想定されている大地震に対してどのようにしたら備えることができるかを討論する。

【プログラム】

Ⅰ．最近の地震被害事例 

1. 2011年東北地方太平洋域地震における上下水道施設の被害の特徴 10分 宮島昌克 金沢大学

2. 2016年熊本地震における上下水道施設の被害の特徴

2.1 上水道施設 10分 宮本勝利 日水コン 
2.2 下水道施設 10分 小西康彦 日水コン 

質疑応答 6分 
Ⅱ．構造物のための対策技術 

3. 給水・配水タンクの地震被害の特徴 10分 井上凉介 元茨城大学 
4. 液状化地盤における建物近傍管路の挙動と対策事例 10分 飛田哲男 関西大学 
5. 強震動と津波に対する免震・免波技術の開発 10分 有賀義明 弘前大学 
質疑応答 6分 
Ⅲ．地域の特性を踏まえた対策の最適化手法 

6. 地域の特徴を踏まえたソフト・ハード両面からの対策の最適化

6.1石川県輪島市の事例 10分 山中明彦 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 
6.2 静岡市清水湾の事例 10分 原田賢治 静岡大学  

 質疑応答 6分 
Ⅳ．全体討議 22分 

②時代背景
・構造物の老朽化➡維持or更新
・少子高齢化➡技術者の減少

（技術継承、技術の空洞化）
・地震➡活動期（直下、巨大）

③最近の被害地震
・2011年東北地方太平洋沖地震
・2016年熊本地震

④今後の想定地震・津波
・南海トラフ巨大地震
・都市直下地震
・日本海側の津波想定見直し

⑥将来に向けた課題
○災害の素因対策

・構造物・施設の防災化
○質の高い技術者の育成

⑤災害の誘因
・強震動（全国）
・津波（沿岸域、河川下流域）
・液状化（海浜域、埋立地等）

①水循環施設
・水源施設（貯水池、ダム）
・上水道施設、下水道施設
・線状/連結構造物、地中構造物

図-1 研究討論の背景と関連事項 
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１．2011年東北地方太平洋沖地震における上下水道施設の被害の特徴 

2011年東北地方太平洋沖地震は、観測史上最大のマグニチュード9.0の巨大地震であったが、上下水

道施設にとっては、地震動よりも巨大津波により壊滅的な被害を受けた。また、関東地方の広域液状化

によっても大きな被害を受けた。繰り返し発生している液状化被害については他の報告に譲ることとし、

南海トラフ地震の際にも大いに懸念される、巨大津波による上下水道施設被害の特徴について改めて示

したい。 

上水道は水源から取水した水を浄水場で飲料に適する水とし，管路にて各家庭に配水するシステムで

あるので，津波の襲来を受ける海岸近くの施設は多くない。したがって，津波による被害を受ける施設

も多くはないが，東日本大震災では以下のような津波被害が発生した。 

１．津波の河川遡上による波力及び漂流物の衝突による水管橋の破損 

２．平地の取水場の水没 

３．浅井戸水の塩分濃度が長期に亘り低下しないことによる取水停止の長期化 

４．津波による歩道部の洗掘により，歩道部に埋設されていた管路の流出，破損 

５．河川中流域から取水を行っていた取水場の，津波の河川遡上による取水停止 

一方、下水道は上水が利用されたところから始まり、多くは自然流下されるので、海岸近くに終末処

理場を有することになり津波の来襲を直接受けることになる。 

被災の原因を分類すると「波力」，「浸水」，「洗掘」「河川遡上」となる。「波力」により被害を受ける

水道施設は主として水管橋であるので，配水ネットワーク上，重要な管路については水管橋をやめて伏

せ越し管路とするべきである。伏せ越しにできない場合は，水管橋の破損を前提とした応急対応策を考

えておかなければならない。下水道施設としては言うまでもなく終末処理場である。津波の速度も考慮

した波力の評価が重要である。 

「浸水」については，電気設備など水没すると復旧に長時間を要するような，機能上重要な設備につ

いては完全防水か施設内での高所移動を考える必要がある。河川遡上の津波により河川近傍の浄水場が

水没した場合には，池状構造物に漂流物が堆積する。下水道については沿岸部の施設への浸水による漂

流物および土砂の堆積が大きな問題となる。これらの除去も含めて BCPの観点から，早期機能回復の手

順を検討しておく必要がある。 

「洗掘」については，歩道の洗掘が顕著な場所でも，車道の洗掘は殆どみられなかったことから，流

速の早い津波に襲われる可能性のある，すなわち洗掘を受ける可能性のある場所に埋設されている重要

な管路は，車道の下に埋設するか，埋設深さを深い目にするなどの対策が考えられる。 

「河川遡上」については，取水停止期間を推測し，BCP の観点から取水停止中の対応と取水再開から

浄水処理開始に至る時間管理などの検討を予め行っておく必要がある。複数水源化，浄水場同士の連絡

管の設置なども考えられる。 

 近年頻発している短時間集中豪雨などによる豪雨災害が上下水道に及ぼす影響は津波災害のそれと

共通する点が多い。すなわち、浸水による電気設備などの機能喪失や、池状構造物への漂流物、土砂の

堆積などである。水管橋の被害や、洗掘による被害なども見られることがあり、類似点は多い、津波被

害よりも豪雨災害の発生頻度が圧倒的に高いので、豪雨災害における上下水道の被害状況を詳細に調査

し、その対応策を検討しておくことが、南海トラフ地震津波への対策にも反映できるものと大いに期待

される。 

Ⅰ.最近の地震被害事例
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2016年熊本地震における上水道施設の被害の特徴2016年熊本地震における上水道施設の被害の特徴

大阪水道部 宮本勝利

平成29年度土木学会全国大会研究討論会用プログラム
地震工学委員会・水循環施設の合理的な災害軽減対策研究小委員会

巨大地震・津波に対し水循環施設はどう備えるべきか

平成29年度土木学会全国大会研究討論会用プログラム
地震工学委員会・水循環施設の合理的な災害軽減対策研究小委員会

巨大地震・津波に対し水循環施設はどう備えるべきか

現地調査位置

2

• 「熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等について（内閣府）」
• 「熊本県熊本地方を震源とする地震について（厚生労働省）」

断水率の推移（断水戸数ベース）

阪神淡路大震災：９０日
東日本大震災：約５か月

3

過去の地震に比べて断水期間は非常に
短い（耐震対策の成果）

1400

水道指針（Ⅱ種地盤）

4

水道施設耐震工法指針
（日本水道協会）の標準
設計地震動に比べて地
震作用は大きい。

KiK-NET KMMH16益城 4/16 1：25
加速度応答スペクトル EW成分

埋設管路本体の被害率（導・送・配水管）

5

液状化箇所も多く見られ
たが、被害率は兵庫県
南部地震に比べ低い。
⇒耐震化の成果

液状化箇所も多く見られ
たが、被害率は兵庫県
南部地震に比べ低い。
⇒耐震化の成果

○熊本市：0.06(件/km）
○神戸市：0.76（件/km）
○仙台市：0.07（件/km）

益城町におけるバックアップ機能の効果

6

耐震幹線（NS）による第二配水池
からのバックアップ配水の実施により早期復旧
ただし、減圧が必要

耐震幹線（NS）による第二配水池
からのバックアップ配水の実施により早期復旧
ただし、減圧が必要

耐震幹線（NS）による第二配水池
からのバックアップ配水の実施により早期復旧
ただし、減圧が必要

第一配水池への
連絡管
第一配水池への
連絡管
第一配水池への
連絡管

送水管の被害で供給停止
（5/30時点で未復旧）
送水管の被害で供給停止
（5/30時点で未復旧）
送水管の被害で供給停止
（5/30時点で未復旧）

●給水管被害 ●配水管被害●給水管被害 ●配水管被害●給水管被害 ●配水管被害

2.1  水道施設の被害
2.　2016年熊本地震における上下水道施設の被害の特徴
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7

地表変位箇所での埋設管路被害

詳細な変位発生箇所や変位量の評価が困難

8

盛土地盤における
地盤変状に伴う管路被害

地盤変状箇所での埋設管路被害

K型特押継手

地上漏水
ダクタイル鉄管協会提供

水管橋の被害・導水管SP800漏水（1）

縦断図

平面図

橋台

ＳＰ800水管橋

破損 川

75cm沈下
GL（地震前）

可撓管
ダクタイル鉄管協会提供（追記）

液状化地盤における地
盤沈下による構造物取
合い部の被害。
⇒東北地方太平洋沖
地震においても多発

・本震時に被害発生
・基幹管路被害

破損破損破損

水管橋の被害・導水管SP800漏水（2）

11

水管橋の被害・配水管

大規模な地盤沈下によ
る水管橋の被害。
⇒想定困難

周辺の地割れ周辺の地割れ周辺の地割れ

12

水管橋の被害・橋桁移動による添架式水管橋の被害

添架式水管橋
伸縮継ぎ手からの漏水被害
熊本市内24箇所被害

落橋防止装置設置済み
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ステンスレパネルタンクの被害（1）

13

熊本市内2施設
設計：レベル2地震対応
溶接部の亀裂

14

ステンスレパネルタンクの被害(2)

多量の漏水⇒機能停止
耐震性能2を満足しない

【建屋の沈下・傾斜】

15

水源地 深井戸設備建屋の被害

【建屋沈下に伴う井戸の突上げ】
【管路、次亜塩注入設備などの被害】

⇒機能停止（熊本市内36箇所）

16

配水場周辺の水源地被害状況

杭の解析結果せん断耐力調査 [動的非線形解析]

1次元地盤応答解析結果（前震＋本震）

施設被害調査、地質調査
測量調査⇒検証解析

取水ポンプ室の被害多数：4月16日
(本震時）に大きな被害

○前震のみ
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○本震のみ
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○前震＋本震
せん断力 Smax(kN)
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液状化
地盤

NG

-40

-35

-30
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0
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深
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)

最大せん断ひずみ
γmax(%)

液状化地盤
PHC杭
φ400

前震24時間後の
過剰間隙水圧

PHC杭
φ400 耐震対策の留意点

・比較的新しい施設（杭や井
戸等）においても液状化層
にある構造の評価が重要。

・その際、連続する地震動の
影響も考慮しつつ、表層地
盤の変状（ひずみ）を詳しく
評価することも重要。

粘土

液状化地盤中にある構造物（杭や井戸）の再現解析

水圧消散しにくい水圧消散しにくい水圧消散しにくい

ひずみ大ひずみ大ひずみ大

被害大被害大被害大
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2017.09.11全国大会 研究討論会 2017/7/27

2016年熊本地震における
下水道施設の被害の特徴

土木学会 全国大会 研究討論会

2017年9月11日
地震工学委員会

水循環施設の合理的な災害対策研究小委員会

（株）日水コン 小西 康彦

12017.9.11全国大会研究討論会用

災害時における支援形態（管路施設）

被災

自治体

（支援要請）

応援自治体

（大都市ルール、
下水協ルール）

管路協

（協定）

水コン協
（協定）

国・下水道協会
（統括）

22017.9.11全国大会研究討論会用

中規模地震時の支援の流れ（今回対象）

第一段階

• 被災自治体による緊急点検・緊急調査

• 支援自治体による先遣調査・緊急措置

第二段階

• 支援自治体による一次調査及び二次調査箇所の選定

• 地元建設業者による応急復旧（仮配管、ポンプ設置など）

第三段階

• 支援自治体の指揮の下、管路協によるＴＶカメラ調査・報告

• 支援自治体による調査結果の整理・査定箇所の選定

第四段階

• 協会会員による災害査定資料としての調査結果の整理

• 協会会員による査定用図面・数量作成、目論見書作成など

32017.9.11全国大会研究討論会用

広域地震時の支援の流れ（東日本クラス）

第一段階

• 被災自治体・地元業者による緊急点検・緊急調査

• 支援自治体・地元業者・協会会員による先遣調査・緊急措置

第二段階

• 支援自治体・協会会員による一次調査及び二次調査箇所選定

• 地元建設業者による応急復旧（仮配管、ポンプ設置など）

第三段階

• 支援自治体・協会会員指揮の下、管路協によるＴＶカメラ調査・
報告

• 支援自治体・協会会員による調査結果の整理・査定箇所の選定

第四段階

• 協会会員による災害査定資料としての調査結果の整理

• 協会会員による査定用図面・数量作成、目論見書作成など

42017.9.11全国大会研究討論会用

熊本市下水道管路施設の管種別分布図

⇒市中心部はコンクリート管、郊外は樹脂管が多く埋設されている。

熊本駅 県庁

白川

中部処理区

北部処理区

東部処理区

西部処理区

南部処理区

富合処理区
城南処理区

合志町

菊陽町

益城町

熊本市

甲佐町

宇城市

宇土市

有明海

玉東町

5

2017.9.11全国大会研究討論会用 5

熊本市下水道管路施設の管種別震度分布図

熊本駅 県庁

白川

合志町

菊陽町

益城町

熊本市

甲佐町

宇城市

宇土市

有明海

玉東町

6

益城町

震源

出典：J-RISQ（リアルタイム地震被害推定システム） 国立研究開発法人防災科学技術研究所

2017.9.11全国大会研究討論会用 6

2.2　下水道施設
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2017.09.11全国大会 研究討論会 2017/7/27

2016年熊本地震 熊本市下水道管路施設被災状況

管渠総延長 2,491km
1次調査延長 1,730km
被災想定延長 約113.5km

益城町

嘉島町

上下水道局

熊本城

１次調査結果

72017.9.11全国大会研究討論会用

8

二次調査結果と査定対象

●二次調査

管口カメラ・目視調査 ： 23.7km
TVカメラ調査 ： 89.8km

二次調査結果合計 ： 113.5km

●被災延長(査定対象)

スパン復旧 ： 27.5km（857スパン）
部分復旧 ： 17.3km（345スパン）

被災延長 ： 44.8km（1,202スパン）
延長(km) スパン 比率

20.4 km - 18.0%

3.3 km - 2.9%

45.0 km 1,222 39.6%

44.8 km 1,202 39.5%

113.5 km - 100.0%

査定対象

TVカメラ
調査

目視調査

管口カメラ

査定対象外

目視良好

項目

合計

表 二次調査結果整理表

図 二次調査結果

2017.9.11全国大会研究討論会用 8

9

下水道管路施設の被災状況（①樹脂系）

• たるみ・蛇行による被災が最も
多かった。

• 継手のずれ、変形（扁平）が各々
1割以上を占めている。

• 地震動が起因と想定される樹脂
管の破損も一部で見受けられた。

図 樹脂管の被災項目別割合（スパン単位）

※樹脂管：硬質塩化ビニル管、リブ付硬質塩化ビニル管、更生管

⇒たるみ・蛇行が大半を占める結果は、過去の巨大地震に
よる樹脂管の被災傾向と同様であった。

2017.9.11全国大会研究討論会用 9

たるみ 変形

破損

下水道管路施設の被災状況（樹脂系）

10

変形

2017.9.11全国大会研究討論会用 10

11

下水道管路施設の被災状況（コンクリート系）

図 コンクリート管の被災項目別割合（スパン単位）

※コンクリート管：鉄筋コンクリート管、レジンコンクリート管

• たるみ・蛇行による被災は２割
程度であり、樹脂管に比べて少
なかった。

• 円周方向の亀裂・破損が 約
半数を占めている。

• 継手部の破損・亀裂・ズレで、３
割程度を占めている。

⇒円周方向亀裂・破損が多い結果は、 既往の直下型 地震
によるコンクリート管被災傾向と同様であった。

2017.9.11全国大会研究討論会用 11

下水道管路施設の被災状況（コンクリート管）

破損 継手の
ずれ

亀裂
亀裂
(拡大)

12

2017.9.11全国大会研究討論会用 12

- 7 -



2017.09.11全国大会 研究討論会 2017/7/27

13

下水道管路施設被災箇所（縦断方向）の分析

・縦断方向のどの位置で被災したかを分析した。

・管口から不良発生位置までの距離を抽出、集計した。

図 縦断方向の被災位置分析のイメージ

2017.9.11全国大会研究討論会用 13

14

下水道管路施設被災箇所（縦断方向）の分析
（円周方向亀裂・破損）

• 円周方向の亀裂・破損は、管口付近で被害が多く見られた。
• 管中心方向に向けては、管口から20％の位置以降で一定の被害となっていた。

⇒ 平成28年熊本地震においても、管口付近に被害が集中していることから、管口部の耐
震補強の重要性を改めて確認できた。

• 管口付近に被害が集中している。
• 管口から20％程度までは被害が多いが、そ
れ以降は一定の被害数（管口部の約１０％
程度）である。

2017.9.11全国大会研究討論会用 14

15

下水道管路施設被害箇所（縦断方向）の分析
（継手ずれ）

• 継手ずれも、円周方向の亀裂・破損と同様、管口付近での被害が多く見られた。
• 管中心方向に向けては、円周方向の亀裂・破損に比べると被害が多い傾向がある。

⇒ 継手ずれは、管円周方向破損・クラックと比較して管中心方向でも被害が発生（スパン
全体で発生）しており、管と管の継手部における耐震補強の重要性を確認できた。

・管口付近に被害が集中している。
・管口以降は管中心方向への被害は、管口付近と
比較して約3～5割程度一定の被害が見られる。

2017.9.11全国大会研究討論会用 15

下水道施設の被害まとめ

1. マンホール浮上箇所は多くない。浮上量についてもせいぜ
い30cm程度である。

2. 被害が熊本市の東南地区の益城町に近い沼山津に集中。
布田川・日奈久断層帯付近に集中。

3. マンホールブロックの横ズレが見られるが、これは最近の地
震で多く見られる現象である。

4. 管種としてはコンクリート管が多いため、円周クラックが多い。
位置はマンホールとの接続部に集中している。

5. 継手ずれはマンホールとの接続部以外にもスパン全体に被
害が発生している。

6. 復旧方法としては、布設替えと部分補修が主体である。

162017.9.11全国大会研究討論会用

ご清聴ありがとうございました

172017.9.11全国大会研究討論会用
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３．給水・配水タンクの被害の特徴 

１．WGの活動 

上水道施設の一部として，貯水槽にはいろいろな形式があるが，ここでは，大きい住宅・学校・病院など

の建築物に付随する設備である「給水タンク」と，水道局がこれらに送水するための水道水を貯水しておく

設備である「配水タンク」の，いずれも市民生活に直結する2種類の内，最近多用されているFRP製・ステン

レス製・鋼製の小型の矩形貯槽を対象として取り上げる．先の 2011年東日本太平洋沖地震（気象庁モーメン

トマグニチュードMw=9.0）や2016年の熊本地震（前震は気象庁変位マグニチュードMD=6.5，本震は同7.3）にお

いても，これらのタンクに大きな地震被害が現出し，これらの被害が地震動特性や水槽の振動性状を反映し

ているにも拘らず，現行の耐震基準にはそれらが必ずしもきちんと考慮されていないように見受けられるこ

とから，本WGでは，制振・免震などの技術的対策も含め，大地震の際のこれらの水槽の被災メカニズムを調

べ，それに対応した減災のための提言を行うことを目的にして活動している． 

２．東日本大震災と熊本地震における給水・配水タンクの被害の特徴と地震動特性 

一般に，液体タンクの地震応答に関しては，次の2種類の振動応答性状を考慮する必要が有ると言われてい

る．すなわち， 

・短周期応答（バルジング：タンク構造体と内部液体の間の連成振動応答）性状 

・長周期応答（スロッシング：内部液体の表面波動応答）性状 

 

図-1 2011 年東北地方太平洋沖地震（気象庁 Mw=9.0）における給水タンクの被害例 

(a) ステンレスパネル地上水槽側板のバルジング振動 
に伴う動液圧による被害

(b) FRP パネル地上水槽天板の貯水のスロッシング 
に伴う波頭衝撃圧による被害

図-2 2016 年熊本地震本震（気象庁 MD=7.3）におけるステンレスパネル配水池（2010 年），同地上水槽（1995 年）の被害例 

Ⅱ.構造物のための対策技術
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であるが，現行の基準を見る限り，これらのタンクの基本的振動性状が必ずしもきちんと考慮されていない

ように見受けられる． 

図-1，図-2に最近の東日本大震災と熊本地震におけるこでら2種類の振動応答性状による水槽の被

害例を示す． 

本WGでは，上記地震によるこれらのタンク被害について，かなり大規模なアンケート調査を行って，

被害の様相を把握した. 表-1，表-2に両地震における各種水槽の材料・施工年度別件数を示す．また， 

東日本大震災では約1200ヶ所，熊本地震では約460ヶ所の各機関における稠密な強震加速度記録を用いて，

水槽のバルジング，スロッシング両固有周期帯域の各々の標準的な減衰定数に対する応答スペクトル（ 

1981年以前 1997年以降

（1981年新耐震設計法） （1995年阪神淡路大震災）

地上水槽 29 38 6 23 96

高置水槽 16 22 3 10 51

小計 45 (26.9%) 60 (35.9%) ９ (5.4%) 33 (19.8%) 147 (88.0%)

地上水槽 0 3 9 1 13

高置水槽 0 1 3 3 7

小計 0 (0%) 4 (2.4%) 12 (7.2%) 4 (2.4%) 20 (12.0%)

地上水槽 29 41 15 24 109

高置水槽 16 23 6 13 58

小計 45 (26.9%) 64 (38.3%) 21 (12.6%) 37 (22.2%) 167 (100%)

地表200 地表667 地表1,000

屋上300 屋上1,000 屋上1,500

地表150

屋上375

配水タンクの被害は13基，材料的にはFRP製5基，ステンレス製8基であり，その中でFRP製全てとステンレス製1基のタンクは1997年基準改定
（レベル2地震動の導入）以前の設置であり，ステンレス製残り7基はそれ以降の設置である．

施工年 
1982～1996 不明 合計

材
料
別

FRP製

ステンレス製

合計

給水タンク耐震基準の値
(用途係数I=1.0のとき)

?

疑似相対応答速度
PSV (cm/s)

規定なし 規定なし ?

絶対応答加速度
SA (cm/s/s)

図-3 東日本大震災における応答スペクトル 

 のコンター図と給水タンクの被害地点 

（○地上水槽，△高置水槽） 

(a) 絶対加速度応答 SA のコンター図と 

バルジング被害地点， 

(b) 疑似速度応答 PSV(Ts1=1.4-4.0s の 

最大値をとった場合)とスロッシング 

被害地点 

黄色い部分は 1996 年基準値 

SA=1000cm/s/s (=10^3) 

PSV=150cm/s （≒10^2.2） 

に対応している 

それぞれの基準値を超えたところと被害 

地点が良く一致しており， 

    ・スロッシングによる被害 34 基 

   ・バルジングによる被害 137 基 

で，両者の比率は約１：４ 

であった（配水タンクの被害地点，比率も 

同様）． 

（Inoue,Sakai and Omine,2017) 

表-1 東日本大震災における材料・施工年度別件数 
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バルジング振動による側板への動液圧に比例するSAと，自由表面のスロッシング液面上昇量に比例する

PSV）のコンター図を描き，各モードの側板，天板等の被害地点と重ね書きしたものを図-3，図-4に示す． 

以上より，東日本大震災では，巨大な断層面深部の複数個所から発生した短周期強震動により広域にわ

たって古いFRP水槽側板に多数の被害が出た点が目立つものの，地震学的には全く性格の異なる両地震と

も共通して，バルジング・スロッシング振動応答がタンクの被災モードと密接に関係していること，現行

の耐震基準を上回る応答レベルの地域と被害が生じた地点が良く対応していること，タンク被害が現出し

ている地域の地震動特性と被災モードの間には強い相関があること，などが分って来た． 

３．現在検討中の課題 

２の詳細な検討によって，⽔槽の破壊メカニズムを解明する一つの方向が明確になった．特に現行の

基準にあまり明記されていないバルジングについて，現在その破壊メカニズム解明を⾏っている所である．

以上． 

図-4  熊本地震本震における応答 

スペクトルと水槽被害地点 

（○：地上水槽，△：高置水槽， 

◇：小規模配水タンク） 

(a) SA のコンター図とバルジング 

被害地点， 

(b) PSV(Ts1=1.6-3.8s の最大値をとった 

場合)のコンター図とスロッシングの 

被害地点  

図-3 と同様，基準値を超えたところと 

それぞれのモードの被害地点が良く 

対応している． 

・スロッシングによる被害 10 基 

 ・バルジングによる被害 24 基 

で，両者の比率は約１：２ 

（長周期地震動により布田川断層帯 

沿いでスロッシング被害が多く現れた）． 

(井上・坂井・大峯，2017) 

表-2 熊本地震における材料・施工年度別件数 

1981年以前 1997年以降

（1981年新耐震設計法） （1995年阪神淡路大震災）

地上水槽 1 2 1 2 6

高置水槽 3 0 1 2 6

小計 4(19.0%) 2 (9.5%) 2 (9.5%) 4 (19.0%) 12 (57.1%)

地上水槽 0 2 4 0 6

高置水槽 0 0 3 0 3

小計 0 (0%) 2 (9.5%) 7 (33.3%) 0 (0%) 9 (42.9%)

地上水槽 1 4 5 2 12

高置水槽 3 0 4 2 9

小計 4 (19.0%) 4 (19.0%) 9 (42.9%) 4 (19.0%) 21 (100%)

地表200 地表667 地表1,000 -

屋上300 屋上1,000 屋上1,500 -

地表150 -

屋上375 -

配水タンクの被害は9基(原水槽1基を含む)，材料別にはFRP製2基，ステンレス製7基であり，その中でFRP製全てとステンレス製1基のタンクは

　　　　　　　　　　　　　　　　設置年 
1982～1996 不明 合計

給
水
タ
ン
ク

FRP製

ステンレス製

合計

給水タンク耐震基準の値
(用途係数I=1.0のとき)

絶対応答加速度
SA (cm/s/s)

疑似相対応答速度
PSV (cm/s)

規定なし 規定なし

1997年改訂基準（レベル2地震動の導入）以前の設置であり，他6基のステンレス製タンクはそれ以降に設置されたものである．

- 11 -



４．液状化地盤における建物近傍管路の挙動と対策 

2011 年東北地方太平洋沖地震，2016年熊本地震では，広い範囲で液状化被害が発生した．本 WG

では，特に，上下水道等の地中埋設管の抜けや破断，井戸の集水管の座屈等の被害に注目してい

る．例えば，茨城県鰐川浄水場では，場内で発生した液状化により，構造物周辺の埋め戻し地盤

が沈下したために，建屋との取り合い部の伸縮可撓管が伸縮余裕を超えて脱管するといった被害

が発生した．その他にも，同浄水場内において共同溝の継ぎ目から砂が侵入するなどの被害が発

生し，施設の完全復旧までに一ヶ月以上を要したことが報告されている 1-2)． 

水道施設の技術的基準を定める省令（H20 改正）では，備えるべき耐震性能を明確化し，更新に

合わせて耐震化を推進することが通告された．これを受け，日本各地の自治体において法定耐用

年数を超え老朽化した管路の更新（耐震化）計画が立案され実施されている．水道施設の重要度

による分類では，浄水場は重要な施設に分類されている．しかし，厚生労働省の調査では，浄水

施設内の管路は，施設の全面更新に合わせ耐震化が図られる場合が多く，基幹管路と比較して耐

震化が進んでいないとのことである 3)． 

さらに，これまでに本 WGで検討したところ，浄水施設特有の地盤条件のために，施設内の埋設

管の被災形態が基幹管路とは異なる可能性があることが指摘されている．例えば，配水池とポン

プ施設建屋では，施設の基礎施工時の掘削深さが異なるため，両施設間に布設された管路は埋戻

し深さが一定ではない地盤内に埋設されることが多い．このような場合，液状化の発生の仕方，

発生後の地盤変形の程度が管軸方向に一様ではなくなるため，管体に想定以上の外力が作用する

可能性がある．このように，液状化地盤中の管体の動的挙動，管体に作用する力，またその変形

メカニズムを解明するにあたっては，揺すりこみ沈下の影響，液状化時の上載荷重，地盤反力，

管体の弾塑性挙動，過剰間隙水圧の消散に伴う地盤沈下の影響，掘削形状の影響等を適切に評価

する必要がある．さらに，一般に管路は継ぎ手を有しているため，管軸方向の挙動を調べるため

のモデル化が難しい．このように，浄水施設内の管路とその周辺地盤の地震時挙動は，極めて複

雑なため未解明な点が多く，管路の耐震性を合理的に評価する手法の構築が課題となっている． 

本 WG の目的は，液状化地盤と管路の相互作用に着目し，液状化時の埋設管路の動的挙動と外力

評価に焦点を当てた模型実験と数値解析を通じて管路の耐震性向上に資する成果を得ることであ

る．これまでに行った管路縦断面（管軸方向）と管路横断面の挙動に着目した二つの実験結果よ

り得られた液状化地盤中の管路の動的挙動に関する知見は，以下のとおりである．  

1) 加振直後に，地盤沈下と共に管路が沈下し，液状化とともに浮上，その後過剰間隙水圧の消

散に伴う地盤沈下により再度沈下するといった挙動を確認した．加振直後の沈下時にも管体

には大きな曲げモーメントが発生しており，液状化後の沈下と合わせ注意が必要である．

2) 管路の沈下量は地下水面上，すなわち管路上部が非液状化層である場合が最大となり，浮上

量は液状化層内に管路がある場合が最大となった．このことは，管路横断面に対する引上げ

試験において，地盤が不飽和である場合に引上げ荷重が大きくなったことと調和的である． 

3) 今回実施した条件下では，液状化時に管体に作用する力は曲げ方向のみ（軸方向の引張は生

じない）であったが，その大きさは無視できない．すなわち，建屋との取り合い部の管路に

ついては，その設計照査基準として軸方向の離脱阻止力(3D kN)（ここで Dは管路の直径(mm)）

だけでなく，曲げモーメントあるいは単純に離脱に対する余裕伸縮量について設計照査基準

を設けることが適切である．

参考文献：1) 鍬田泰子，片桐信，土木学会東日本大震災被害調査団(2011)：緊急地震被害調査報告書第 10章水道施設

の被害，土木学会．2) 株式会社日水コン(2013.4.12)：液状化現象による浄水場被害の状況分析事例の報告．3) 厚生

労働省 HP, http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/06-p.pdf (2017.7.28アクセス) 
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５．強震動と津波に対する免震・免波技術の開発 

１．目的 

沿岸域に位置する水循環施設のための免震・免波技術の開発 

２．研究の必要性 

水循環施設の内、下水の最終処理を担う浄化センターは、下水が自然流下によって収集されるため沿

岸域や河川下流域に多く立地されている。沿岸域に位置する水循環施設に関しては、強震動のみならず

津波に対する安全性の確保が強く求められる。このような必要性から、強震動と津波の双方に有効な免

震・免波技術について研究している。 

３．免震・免波技術のバリエーション 

免震・免波技術については、下記のような事項が考えられる。免波技術に関しては、新設の場合は、

土地利用の防災化（津波の来ない所での立地）が本質的対策になるが、既設の場合は、隔離、被覆、遮

断、津波波圧の低減、免震材の多目的活用等の工夫が考えられる。 

1）免震技術 

①免震材の活用、接触面の非連続的挙動（剥離・滑動）の活用による地震時応力の低減

②地下化による地震動の低減（全地下化）

２）免波技術 

① 土地利用での免波対策（津波の回避：到達しない場所の利用）

◆新設の場合：適地の選定 ◆既設の場合：老朽化施設の再開発・移転 

② 構造物での免波対策（津波からの隔離）

◆地下化による津波からの隔離 ◆ドーム構造等による被覆 ◆壁構造等による遮断 

③ 津波波圧の低減対策

◆構造物の表面形状による津波波圧の低減（平面、曲面）（鉛直面、水平面） 

◆津波の到来方向を考慮した構造物の配置、対策工（防波壁等）の配置 

④ 免震材の活用：免震と免波の一石二鳥➡『免震・免波構造』の開発

４．免震・免波構造の開発 

免震・免波構造は、構造物の底面に免震ゴムを設置し、構造物と周辺地盤との間には流動性のあるア

スファルト系免震材を介在させるというアイデアであり、強震動や津波の波力が構造物に作用した場合

に、構造物の回転や並進（水平移動）を許容することによって構造物内に発生する応力を低減し、構造

物の損傷を抑止軽減するという考え方であり、図-1に免震・免波構造の基本概念を示す。  

東日本大震災における浄化センターの被害事例を参考に図-2に示したような解析モデルを設定し、免

震効果は三次元動的解析により、免波効果は三次元静的解析により検討した。免震・免波構造について

は図-3に示したような3種類の解析モデルを設定して比較解析を行った。 

流動による
減衰効果

構造物の回転・並進によ
る波力の低減作用

流動による
低減効果

剥離・滑動
による低減
効果

剥離・滑動
による減衰
効果

免震材：流動性を有するアスファルト系免震材、免震ゴム

免震効果：免震ゴムと流動性免震材による振動抑制効果

免波効果：構造物の並進・回転による波力の影響低減効果

地震動

津波

図-1 免震・免波構造の基本概念

免震効果：三次元動的解析
免波効果：三次元静的解析

解析プログラム：ISCEF
プレ・ポスト処理：FEMAP

図-2  免震・免波効果の評価法の検討

解析モデル（全体図）
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Ⅲ. 地域の特性を踏まえた対策の最適化手法

人命最優先に基づいた地震対策を実施していくには、対象地域の地域特性を踏まえた地

震対策の最適化を検討することが重要であると考える。 本研究では、少子高齢化の課題

を抱える中小都市における地震対策として「石川県輪島市（平成 28 年 4 月 1 日現在の人口

は 28,426 人）のうちの輪島地区（事業計画区域 387ha）」を検討フィールドとして、現状で

の地震対策における課題提起や、住民意識を取り入れたハード対策とソフト対策の最適化

手法について検討を行った．

本研究ではまず、輪島市における BCP 計画をはじめ、上下水道施設の現状を調査し被災

初期から施設の機能回復までの期間における上下水道施設の地震対策について確認した。 

その結果、輪島地区では、国交省，内閣府，文科省による「日本海における大規模地震に

関する調査検討会」により，最大クラスの津波地震の断層モデルが設定され、その地震に

ともなう津波ハザードマップが作成されている。しかし、津波の下水道管路への流入まで

は考慮されていないこと，津波被害想定において下水道ネットワークの被災による影響は

考慮されていないこと、が判明した。そのため、基幹施設であるポンプ場について、津波

を考慮した地震対策の必要性を考慮し、下水道ネットワークの津波による被災ポテンシャ

ルを、地上部分の浸水と地下の下水管渠への津波の流入を踏まえた統合解析によって評価

することを試みた。 

次に、各自治体の地震対策の到達レベルが、地区の地域条件（地盤条件や津波による危

険度等）や当該自治体の財政力により大きく異なることに着目した． 特にハード対策に

ついては，地域によって地震対策レベルに差があり，更には対策期間が長期に及ぶ可能性

や，想定範囲を超える規模の地震の発生も考えられる。したがって、ハード対策のみでの

安全性確保にはおのずと限界があり，ソフト対策を効果的に盛り込んだ対策を検討するこ

とが有効な手段になるうると考えた． しかし，ソフト対策を実行するのは地域の住民で

あり，それをどこまで盛り込んだ対策を実施するかについては，住民の意識や視点を踏ま

えることが極めて重要である． そこで、本研究では、地域住民（輪島市輪島地区の舳倉

島を除く4200世帯）に対して調査票に基づくアンケート調査（有効回答数は386通）を行っ

た結果，以下の回答を得て、今後の地震対策を検討する上での貴重な資料となった。

①断水を許容できる期間よりも簡易トイレを許容できる期間が比較的長く、簡易トイレ

の有効性の検証が地震対策の手段として捉えることも可能

②水道施設と下水道施設のハード対策への支払い意志額は同程度であったが，簡易トイ

レの支払い意志額はハード対策よりも金額が相当高かった。（ソフトへの意識が高い） 

このことは、ハード対策のみならず、簡易トイレ等のソフト対策の有効性を示すもので

あり、今後は人命最優先による被害の最小化の観点より、自治体の特性を踏まえたハード、

ソフト両面の対策の最適化を求めることの重要性が確認できたと考えている。 また、対

策の有効性には、現状の下水道システムに対し、津波やその他による被害予測等に関する

精緻解を求めることも被害の軽減（被災規模の縮小、被災期間の軽減等）に有効となると

考えている。

6.1 石川県輪島市の事例
6.地域の特徴を踏まえたソフト・ハード両面からの対策の最適化
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6. 地域の特徴を踏まえたソフト・ハード両面からの対策の最適化

6.2 静岡市清水の事例 

下水道施設における地震・津波対策の合理的規模の検討手法について

 東日本大震災において，沿岸に立地する下水道施設は巨大津波により壊滅的

な被害を受けた．特に，下水を処理する終末処理施設は，海に近い河口付近等

に立地しており，巨大な津波により直接被害を受け，長期にわたり処理機能が

停止する事となった．さらに，液状化による埋設管渠ネットワークの被害も発

生しており，複合的な要因による下水道施設被害が生じている．東日本大震災

において発生した下水道施設における地震・津波被害は，今後の大規模地震・

津波災害が発生した際にも同様の被害形態として発生する事が予想される．特

に，南海トラフ巨大地震による大規模災害の被災地域として想定されている静

岡市清水においても，現在の下水道施設の地震・津波対策を事前に実施し，被

害を最小限に留める事は重要な課題と考えられる．東日本大震災以降，下水道

施設は最大クラスの地震による外力（地震，津波）に対する防災施設を構築し

て行く事が求められているが，現行施設に対する防災対策の実施や高規格施設

への更新には多大なコスト（時間，費用）が必要と予想され，合理的かつ効果

的な対策手法による現実的な対応策の検討が必要と考えられる．このような観

点から，防災対策の合理的かつ効果的な対策の検討方法として，災害リスク評

価手法を援用した合理的対策規模の評価手法について静岡市清水を対象に検討

している．具体的には，地震規模と発生頻度を考慮し，対象地域の下水道施設

（下水処理場，ポンプ場，管渠）の直接・間接被害額の期待値を地震被害想定

や下水道施設の条件などに基づいて簡易な手法で見積もる評価方法を検討して

いる．直接被害は，処理場・ポンプ場の液状化による側方流動と津波による機

器損傷，管渠の液状化による継手破壊とマンホールの浮上について検討してい

る．間接費被害は，避難所におけるトイレ対策，健康被害，汚水の溢水や未処

理汚水放流による環境悪化を想定して検討を進めている．このような評価手法

を用いて，対策規模ごとに対策実施後にも残余する被害額(D)と対策事業費(C)
を算出し，それらの合計(D+C)が最小となる対策規模が最も合理的かつ効果的な

規模対策となると考えられる．このような検討により，現行施設の地震・津波

対策の合理的対策規模の検討を具体的に行う事は，今後の地震・津波災害が想

定される地域に立地する下水道施設の現実的な対策検討において有益な基礎情

報をもたらすと考えられる．
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